
 

『定額減税アリの年末調整 注意したい４つのポイント』 
 

 今年の年末調整は例年以上に厄介だ。定額減税があるためである。特に次の４つの点に注意すべき

だ。 

 １つ目は合計所得金額だ。「年末調整の対象者は給与年収２０００万円以下だから全員定額減税の対

象」と思いたいところだが、実は違う。役員が個人の所有物件を会社に賃貸している場合、給与所得と不

動産所得の合計が１８０５万円を超えることがある。こうなると年末調整は受けられても定額減税は受け

られない。 

 ２つ目は家族の異動だ。就職や離婚で家族が扶養から外れることがある。原則、年末時点で同一生計

配偶者や扶養親族が要件から外れると控除も定額減税も受けられない。ただ

し死亡だけは特別だ。年の途中での異動理由が死亡ならば、配偶者控除や扶

養控除、定額減税の対象になることを覚えておきたい。 

 ３つ目は１６歳未満の扶養親族だ。「扶養控除を受けられないから」と申告書

に書かないケースが散見される。しかし１６歳未満でも扶養親族は定額減税の

対象となる。書き漏れに要注意だ。 

 ４つ目は国外在住の家族だ。所得税では条件に見合えば所得控除を受けら

れる。しかし定額減税だと国外の家族は対象外となってしまう点を意識したい。 
 

『財政金融政策の経験を語る 黒田前日銀総裁が講演（前）』 
 

 財務省の広報誌ファイナンス１０月号は東京大学公共政策大学院で行われた黒田東彦前日銀総裁

の講演「財政金融政策に関する私の経験」を前編、後編に分けて掲載している。前編では、黒田氏が東

大法学部を卒業して大蔵省（現財務省）に入省した１９６７年から、アジア通貨危機を経て財務官として

為替の安定とアジア経済の復興に努めた２００３年までのさまざまな経験について、エピソードを交えな

がら語った。 

 入省当時は大臣官房秘書課調査係に配属され、総合職の採用の手伝いや職員の研修などを担当し

た。その後、理財局国債課企画係長となり、７１年８月にニクソンショックが起きて１

ドル３６０円が崩壊、１ドル３００円台へ円高に進んだ時期だった。日本政府は変動

相場制から固定相場制に戻りたいと交渉、１２月に再び１ドル３０８円で固定するこ

とができた。当時の黒田氏は「そうしたシステムは長続きしない」として変動相場制

を主張し、この考えをファイナンスに書いたが「若気の至りでした」と述べた。副財

務官として９２～９３年に東京サミット準備に携わったこと、９３～９６年のバブル崩

壊の影響を体験したことなどを紹介。９７年のアジア通貨危機当時は国際金融局

長だったが、アジア通貨基金に合意できなかったと振り返った。 
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